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1. 評価方法 

取水管は，非常用取水設備であり，通水機能が要求される構造物である。 

取水管については，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び

機能維持の設計方針に基づき，取水管が基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度及び通

水機能を有していることを確認する。 

取水管に要求される機能の維持を確認するにあたっては，地震応答解析及び応力解析

に基づく構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価により行う。 

 

2. 評価条件 

2.1 評価対象断面の方向 

取水管の位置図を図 2－1 に示す。 

評価対象断面の方向の選定に係る考え方を表 2－1 に示す。取水管の縦断方向（通水

方向）は，通水方向に対して空間を保持できるように管路が形成されていることから

強軸となり，横断方向（通水に対する直交方向）が弱軸となる。 
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図 2－1 取水管 位置図 
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表 2－1 取水管の評価対象断面の方向の選定 

取
水
管

縦断方向（通水方向） 横断方向（通水に対する直交方向） 

通水方向に対して空間を保持できるように構造部材が配置されている

強軸に対して，明確な弱軸方向となる横断方向（通水に対する直交方

向）を評価対象断面とする。 

 また，「水道用埋設鋼管路耐震設計基準 WSP 029－2006（日本水道

鋼管協会，2006.2.2）」に基づき，一般的な地中埋設管路の設計で考慮

される管軸方向断面についても評価対象断面として選定する。 

7



4 

2.2 評価対象断面の選定 

取水管の評価対象断面は，「補足-026-01 屋外重要土木構造物の耐震安全性評価に

ついて」に基づいて選定する。 

取水管の平面図を図 2－2 に，断面図を図 2－3～図 2－8 に示す。取水管の南側につ

いては，取水槽を貫通する構造となっており，北側は取水口と接続されている。取水

口との接続箇所については図 2－9 に示すとおり，取水口の接続管と取水管をボルト及

び溶接にて接合している。また，取水管の地質断面図を図 2－10 及び図 2－11 に示

す。 

取水管は，延長約 140m，内径 φ4.3m の鋼製管 2 条で構成される水中構造物であり，

通水方向に対して一様の断面形状を示す管路構造物である。 

取水管は，取水口から敷地護岸法先までの砕石埋戻し区間と敷地護岸法先から取水

槽取付部までのコンクリ－ト巻立区間に大別される。 

砕石埋戻区間は，基盤となる岩盤を掘削し設置され，周辺を砕石で埋め戻されてい

る。また，砕石上には被覆コンクリ－ト（厚さ 1.0m）を打設している。 

コンクリ－ト巻立区間は，基盤となる岩盤を掘削し設置され，コンクリ－トで巻き

立てている。 

取水管には，海水による腐食防止のため，電気防食が施されている。 

横断方向の断面（管周方向断面）のうち，コンクリート巻立部（Ｂ－Ｂ断面，Ｃ－

Ｃ断面）については，周囲をコンクリートで巻き立てられているため，砕石埋戻部

（Ｄ－Ｄ断面～Ｇ－Ｇ断面）と比較して取水管に作用する土圧荷重が小さいため評価

対象断面として選定しない。 

砕石埋戻部（Ｄ－Ｄ断面～Ｇ－Ｇ断面）における，取水管下部の地質状況は，図 2－

10 に示すように，取水槽側（南側）方向に２層が厚くなっており，２層が厚く分布す

るＥ－Ｅ断面を評価対象断面として選定する 

また，「水道用埋設鋼管路耐震設計基準 WSP 029－2006（日本水道鋼管協会，

2006.2.2）」に基づき，一般的な地中埋設管路の設計で考慮される管軸方向断面につ

いても検討を行う。この際，取水管Ⅰ及び取水管Ⅱにおいては，取水管の延長が長い

取水管Ⅱ（Ａ－Ａ断面）を評価対象断面として選定する。管軸方向の評価対象断面と

して選定した（Ａ－Ａ断面）については，砕石埋戻部（Ｄ－Ｄ断面～取水口）の間に

設置されている２箇所の可撓管で３区間に分割した際に，最も延長が長い区間を評価

対象として選定する。 
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図 2－2 取水管 平面図 
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図 2－3 取水管 断面図（Ａ－Ａ断面） 
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図 2－4 取水管 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

図 2－5 取水管 断面図（Ｃ－Ｃ断面） 
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図 2－6 取水管 断面図（Ｄ－Ｄ断面） 

図 2－7 取水管 断面図（Ｅ－Ｅ断面，Ｆ－Ｆ断面） 

図 2－8 取水管 断面図（Ｇ－Ｇ断面） 
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図 2－9 取水管 取水口接続箇所断面図 
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（岩級図） 

（速度層図） 

図 2－10 取水管 地質断面図（Ａ－Ａ断面） 

海底堆積物・風化岩
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（岩級図） 

（速度層図） 

図 2－11 取水管 地質断面図（Ｅ－Ｅ断面） 

海底堆積物・風化岩 

海水位 
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2.3 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 2－2 に，材料の物性値を表 2－3 及び表 2－4 に示す。 

表 2－2 使用材料 

材料 断面形状 仕様 

鋼製管 φ4.3ｍ ｔ23mm SS400 

注：片側 1mm の腐食代を考慮する。 

表 2－3 材料の物性値 

材料 項目 材料諸元 

鋼製管 

単位体積重量 

(kN/m3) 
77.0 

ヤング係数

(N/mm2)
2.00×105 

ポアソン比 0.3 

表 2－4 上部被覆コンクリート材料の物性値 

材料 項目 材料諸元 

コンクリート

単位体積重量 

(kN/m3) 
23.0 

ヤング係数

(N/mm2)
2.33×104 

ポアソン比 0.2 
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2.4 地盤及び砕石の物性値 

地盤及び砕石については，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定し

ている物性値を用いる。地盤及び砕石の物性値を表 2－5 及び表 2－6 に示す。 

表 2－5 解析用物性値（岩盤） 

注記＊：入力地震動の算定においてのみ用いる解析用物性値 

表 2－6 砕石の解析用物性値 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ(m/s) 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

第□1 層 250 800 20.6 0.446 1.31  3 

第□2 層 900 2100 23.0 0.388 19.0   3 

第□3 層 1600 3600 24.5 0.377 64.0   3 

第□4 層＊ 1950 4000 24.5 0.344 95.1   3 

第□5 層＊ 2000 4050 26.0 0.339 105.9   3 

第□6 層＊ 2350 4950 27.9 0.355 157.9   3 

砕石 

物理特性 密度 ρｓ（g/cm3） 1.56 

強度特性 

初期せん断強度 τ 0

（N/mm2） 
0 

内部摩擦角 φ（°） 30.96 

残留強度 τ（N/mm2） 0 

静的変形特性 
静弾性係数 Ｅ（N/mm2） 180000 

静ポアソン比  νｓ 0.333 

動的変形特性 
動せん断弾性係数Ｇｄ（N/mm2） 

G0=67600 

G/G0=1/(1+γ/0.000889) 

動ポアソン比  νｄ 0.45 

減衰特性 減衰定数 ｈ h=0.2557γ/(γ+0.00114) 
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2.5 海水位 

設計海水位については，取水管の外水圧・内水圧の設定時に考慮する。 

設計海水位は，朔望平均満潮位の EL 0.58m とする。 
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2.6 耐震評価フロー 

取水管の地震応答解析フロー及び耐震評価フローを図 2－12 及び図 2－13 に示す。 

取水管の耐震評価のうち，管軸直交方向については 2 次元有限要素解析より得られ

た応力を許容応力度法にて照査を行う。また，管軸方向については 2 次元有限要素解

析より得られた地盤変位を用いて，応答変位法による応力解析を実施し，算出された

応力と，管軸直交方向の検討により算出された曲げ応力を合成した応力を用いて照査

を行う。 

図 2－12 取水管の地震応答解析フロー 

評価方針 

評価開始 

評価対象断面の設定 

解析方法の設定 

荷重及び荷重の組合せの設定 

解析モデル及び諸元の設定 

（地盤物性のばらつきを考慮） 

常時応力解析 

地震時応答解析 

応力解析 

許容限界の設定 

基準地震動Ｓｓ 

入力地震動の算定 

（一次元波動論による 

地震応答解析） 

評価終了 

図 2－13 

基礎地盤の支持性能評価 構造部材の健全性評価 
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図 2－13 取水管の耐震評価フロー 

（ 管 軸 方 向 の 応 力 解 析 ）
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2.7 適用規格 

取水管の耐震評価にあたり，基本的な耐震評価の流れについては，管周方向と管軸

方向の発生応力の組合せを考慮した設計体系について記載のある｢石油パイプライン事

業の事業用施設の技術上の基準の細目を定める告示（昭和 48 年 9 月 28 日通商産業

省・運輸省・建設省・自治省告示第一号）｣を参考とする。また，荷重の組合せや，地

震応答評価については「コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土木学会 

2002 年制定）」（以下「コンクリート標準示方書 2002」という。），「原子力発電所

耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（社団法人 日本電気協会 電気技術基準

調査委員会）」（以下「ＪＥＡＧ４６０１-1987」という。）を適用するが，取水管の

使用材料及び材料定数，許容限界については，「鋼構造設計規準 ｰ許容応力度法ｰ 

2005 年，(社)日本建築学会」を適用する。また，基礎地盤の支持性能の許容限界につ

いては，「道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）（日本道路協会 平成 14

年 3 月）」を適用する。解析によって求められた応力の合成手法については，「石油

パイプライン事業の事業用施設の技術上の基準の細目を定める告示（昭和 48 年 9 月 28

日通商産業省・運輸省・建設省・自治省告示第一号）」及び「水道施設耐震工法指

針・解説（日本水道協会，2009）」を適用する。 

表 2－7 に適用する規格，基準類を示す。 
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表 2－7 適用する規格，基準類 

項目 適用する規格，基準類 備考 

使用材料及び
材料定数 

・鋼構造設計規準 ｰ許容応
力度法ｰ 2005 年，(社)日
本建築学会

・鋼材の材料諸元
（γ，E，ν）

・原子力発電所耐震設計技術
指針ＪＥＡＧ４６０１－
1987 

・鋼材の減衰定数

荷重及び荷重
の組合せ 

・コンクリ－ト標準示方書
[構造性能照査編] （土木
学会 2002 年制定）

・永久荷重，偶発荷重等の適切な
組合せを検討

許容限界 

・鋼構造設計規準 ｰ許容応
力度法ｰ 2005 年，(社)日
本建築学会

・鋼材の短期許容応力度とする。 

・道路橋示方書・同解説（Ⅰ
共通編・Ⅳ下部構造編）（日
本道路協会 平成 14 年 3
月）

・基礎地盤の支持性能に対する
照査は，基礎に発生する応力が
極限支持力を下回ることを確
認

評価手法 

・石油パイプライン事業の事
業用施設の技術上の基準
の細目を定める告示（昭和
48 年 9 月 28 日通商産業
省・運輸省・建設省・自治
省告示第一号） 

・管周方向応力と管軸方向応力
より合成応力を算出する手法

・水道用施設耐震工法指針・
解説（日本水道協会，2009） 

・管軸方向応力に生じる軸方向
応力と曲げ応力より管軸方向
合成応力を算出する手法

地震応答解析 
・原子力発電所耐震設計技

術指針ＪＥＡＧ４６０１
－1987

・有限要素法による２次元モデ
ルを用いた時刻歴非線形解析

・有限要素法による２次元モデ
ルを用いた等価線形解析
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3. 管周方向の地震応答解析

3.1 地震応答解析手法 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元有限要素法解析を用

いて，基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐

次時間積分の時刻歴応答解析により行う。 

解析手法については，図 3－1 に示す解析手法の選定フローに基づき選定する。 

取水管は，基盤となる岩盤を掘削し設置され，周辺を砕石又はコンクリートで埋戻

されている。以上より，施設周辺に液状化対象層が存在しないため，解析手法のフロ

ーに基づき「②全応力解析」を選定する。 

構造部材については，線形はり要素でモデル化する。 

また，地盤については，平面ひずみ要素でモデル化することとし，岩盤及び被覆コ

ンクリートは線形でモデル化する。砕石については，地盤のひずみ依存性を適切に考

慮できるようマルチスプリングモデルを用いることとし，ばね特性は双曲線モデル

（修正 GHE モデル）を用いて非線形性を考慮する。 

地震応答解析については，解析コ－ド「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。なお，解析コ－

ドの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コ－

ド）の概要」に示す。 

地震応答解析手法の選定フローを図 3－2 に示す。 
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図 3－1 解析手法の選定フロー 

土木構造物の代表断面 

 

 施設周辺に設計地下水位以深の液状化対象層が存在する 

施設周辺の設計地下水位が底版より高い 

液状化検討対象施設 

 地表面が傾斜している等，液状化による側方流動 

の影響を受ける可能性がある 

YES 

YES 

YES（③） 

有効応力解析 

NO（②） 

全応力解析 

NO（①） 

全応力解析 

NO 

Ａ－Ａ断面 

Ｅ－Ｅ断面 

有効応力解析 

YES（⑤） 

NO（④） 設計地下水位以深の液状化対象層が施設と 

接する又は施設側方に広範囲に分布する 
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図 3－2 地震応答解析手法の選定フロー 

【構造モデル】 

【解析手法①】 

ＳＴＡＲＴ 

質点系解析 ２次元有限要素解析 

【解析手法②】 

線形解析 等価線形解析 

はり要素 

（線形モデル） 

【地盤モデル】 

双曲線モデル 

（修正 GHE モデル，H-D モデル） 

指数関数モデル 

（修正 R-O モデル） 

非線形解析 

はり要素 

（Ｍ－φモデル） 

はり要素 

（ファイバーモデル）

〇屋外重要土木構造物と地盤の動的 

相互作用を考慮できる連成系の 

地震応答解析手法を用いること 

（ガイドにおける要求事項） 

〇地震応答解析手法は，線形，等価 

線形，非線形のいずれかによること 

 （ガイドにおける要求事項） 

〇地盤の地震時における非線形性を 

考慮する 

〇線形はり要素でモデル化する 

〇地盤の応力－ひずみ関係を 

モデル化する
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3.2 地震応答解析モデルの設定 

3.2.1 解析モデル領域 

地震応答解析モデルは，境界条件の影響が地盤及び構造物の応力状態に影響を

及ぼさないよう，十分広い領域とする。ＪＥＡＧ４６０１-1987 を参考に，図 3－

3 に示すとおりモデル幅を構造物基礎幅の 5 倍以上，モデル高さを構造物基礎幅の

1.5 倍～2 倍以上とする。 

解析モデルの境界条件は，側面及び底面ともに粘性境界とする。 

地盤の要素分割については，波動をなめらかに表現するために，対象とする波

長の 5 分の 1 程度を考慮し，要素高さを 1m 程度まで細分割して設定する。 

構造物の要素分割については，「原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照

査指針・マニュアル（土木学会 2005）」に従い，要素長さを部材の断面厚さ又は有

効高さの 2.0 倍以下とし，1.0 倍程度まで細分して設定する。 

図 3－3 モデル化範囲の考え方 

評価対象構造物 

基礎幅の 1.5～2 倍

以上 
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3.2.2 境界条件 

(1) 固有値解析時

固有値解析を実施する際の境界条件は，境界が構造物を含めた周辺地盤の振動

特性に影響を与えないよう設定する。ここで，底面境界は地盤のせん断方向の卓

越変形モードを把握するために固定とし，側方境界はフリーとする。 

境界条件の概念図を図 3－4 に示す。 

図 3－4 固有値解析における境界条件の概念図 

評価対象構造物 

基礎幅Ｂの 1.5～2 倍以上 
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(2) 常時応力解析時

常時応力解析は，地盤や構造物の自重等の静的な荷重を載荷することによる常

時応力を算定するために行う。そこで，常時応力解析時の境界条件は底面固定と

し，側方は自重等による地盤の鉛直方向の変形を拘束しないよう鉛直ローラーと

する。境界条件の概念図を図 3－5 に示す。 

図 3－5 常時応力解析における境界条件の概念図 

評価対象構造物 

基礎幅Ｂの 1.5～2 倍以上 
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(3) 地震応答解析時

地震応答解析時の境界条件については，有限要素解析における半無限地盤を模

擬するため，粘性境界を設ける。地震応答解析モデル図を図 3－6 に示す。 

図 3－6 地震応答解析モデル図（Ｅ－Ｅ断面） 

120.000m 

（粘性境界） 

（
粘
性
境
界
）

EL -12.0m 

EL -100.0m 

（
粘
性
境
界
）

第①速度層 

第②速度層 

第③速度層 

南東 北西 

（自由地盤） （自由地盤） 
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3.2.3 地盤及び被覆コンクリートのモデル化 

岩盤及び被覆コンクリートは線形の平面ひずみ要素で，砕石は非線形性をマル

チスプリング要素で考慮した平面ひずみ要素でモデル化する。

3.2.4 構造物のモデル化 

取水管は線形のはり要素でモデル化する。 

取水管の解析モデルにおける構造物部分の拡大図を図 3－7 に示す。 

図 3－7 取水管 地震応答解析モデル 

（構造物部分拡大） 
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3.2.5 ジョイント要素の設定 

地盤と構造物との接合面にジョイント要素を設けることにより，地震時の地盤

と構造物の接合面における剥離及びすべりを考慮する。 

ジョイント要素は，地盤と構造物の接合面で法線方向及びせん断方向に対して

設定する。法線方向については，常時状態以上の引張荷重が生じた場合，剛性及

び応力をゼロとし，剥離を考慮する。せん断方向については，地盤と構造物の接

合面におけるせん断強度以上のせん断荷重が生じた場合，せん断剛性をゼロと

し，すべりを考慮する。 

せん断強度τf は次式の Mohr－Coulomb 式により規定される。粘着力с及び内部

摩擦角φは砕石のс，φとする。砕石の粘着力с及び内部摩擦角φは，「道路橋

示方書・同解説（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）（日本道路協会 平成 14 年 3 月）」

に記載のある，土とコンクリートの間に栗石を敷く場合の粘着力с及び内部摩擦

角φを適用する。強度特性は表 3－1 のとおりとする。また，要素間の粘着力с及

び内部摩擦角φは表 3－2 のとおり設定する。 

τf＝ｃ＋σtanφ 

ここに， τf：せん断強度 

ｃ：粘着力（＝初期せん断強度τ0） 

φ：内部摩擦角 

表 3－1 周辺地盤との境界に用いる強度特性 

地盤 粘着力 c（N/mm2） 
tanφ 

（φ：内部摩擦角（°）） 

砕石 0 0.6 

表 3－2 要素間の粘着力と内部摩擦角 

接合条件 粘着力ｃ 

（N/mm2） 

内部摩擦角φ 

（°） 材料１ 材料２ 

取水管 砕石 材料２のｃ 材料２のφ 
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ジョイント要素のばね定数は，「原子力発電所屋外需要土木構造物の耐震性能

照査指針・マニュアル（土木学会 2005）」を参考に，数値計算上，不安定な挙動

を起こさない程度に周囲材料の剛性よりも十分に大きな値を設定する。表 3－3 に

ジョイント要素のばね定数を示す。 

また，ジョイント要素の力学特性を図 3－8 に，ジョイント要素の配置を図 3－9

に示す。 

表 3－3 ジョイント要素のばね定数 

せん断剛性ｋｓ 

（ｋN/m3） 

圧縮剛性ｋｎ 

（ｋN/m3） 

1.0×107 1.0×107 

図 3－8 ジョイント要素の力学特性 
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図 3－9 ジョイント要素配置箇所断面図 

ジョイント要素 

：取水管  

：ジョイント要素  

凡例  
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3.3 減衰定数 

減衰定数は，「補足-026-01 屋外重要土木構造物の耐震安全性評価について」の

「9. 地震応答解析における減衰定数」に基づき，粘性減衰及び履歴減衰で考慮す

る。 

粘性減衰は，固有値解析にて求められる解析モデル全体の固有周期と各材料の減衰

比に基づき，質量マトリックス及び剛性マトリックスの線形結合で表される以下の

Rayleigh 減衰を解析モデル全体に与える。 

Rayleigh 減衰の設定フローを図 3－10 に示す。 

[Ｃ]＝α[Ｍ]＋β[Ｋ] 

[Ｃ] ：減衰係数マトリックス 

[Ｍ] ：質量マトリックス 

[Ｋ] ：剛性マトリックス 

α，β：係数 
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図 3－10 Rayleigh 減衰の設定フロー 

固有値解析 

・砕石の減衰定数 ：0％ 

・岩盤の減衰定数   ：3.0％ 

・構造物（鋼材）の減衰定数 ：1.0％ 

・被覆コンクリートの減衰定数 ：5.0％

・ωi：ｉ次モードにおける固有円振動数（ωi＝2πf）

・ hi ：ｉ次モードにおける減衰定数

・Rayleigh 減衰における係数 α，β

α＝
2ω1ω2（h1ω2－h2ω1）

ω2
2-ω1

2 ，β＝
2（h2ω2－h1ω1）

ω2
2-ω1

2

＊添字の 1 次及び 2 次のモードは固有値解析にて求める。 

・Rayleigh 減衰

[Ｃ]＝α[Ｍ]＋β[Ｋ] 

[Ｃ] ：減衰係数マトリックス 

[Ｍ] ：質量マトリックス 

[Ｋ] ：剛性マトリックス 
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Rayleigh 減衰における係数α，βは，低次のモ－ドの変形が支配的となる地中埋設

構造物に対して，その特定の振動モ－ドの影響が大きいことを考慮して，固有値解析

結果より得られる卓越するモ－ドの減衰と Rayleigh 減衰が一致するように設定する。

なお，卓越するモードは全体系の固有値解析における刺激係数及びモード図にて決定

するが，係数α，βが負値となる場合は当該モードを選定しない。 

ｈi＝α／２ωi＋βωi／２ 

ｈi：固有値解析により求められた i 次モードの減衰定数 

ωi：固有値解析により求められた i 次モードの固有円振動数 

固有値解析結果の一覧を表 3－4 に，固有値解析におけるモード図を図 3－11 及び図

3－12 に，係数α，βを表 3－5 に，固有値解析結果に基づき設定した Rayleigh 減哀を

図 3－13 に示す。 

表 3－4 固有値解析結果 

固有振動数 

（Hz） 

有効質量比(％) 刺激係数 
備考 

Tx Ty βx βy 

1 3.686 72 0 135.700 0.093 1 次として採用 

2 8.151 0 59 0.240 -122.300 － 

3 8.774 14 0 -58.610 0.073 2 次として採用 

4 9.576 0 6 0.072 41.260 － 

5 12.478 3 0 28.800 -4.065 － 

6 13.539 0 12 -2.921 -54.880 － 

7 13.783 0 2 4.087 18.790 － 

8 16.805 2 0 -25.440 9.218 － 

9 17.932 1 2 4.792 20.830 － 

10 18.270 0 0 -12.760 0.4575 － 
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１次モード（f1=3.686Hz） 

（刺激係数βx：135.700） 

２次モード（f2=8.151Hz） 

（刺激係数βx：0.240） 

３次モード（f3=8.774Hz） 

（刺激係数βx：-58.610） 

４次モード（f4=9.576Hz） 

（刺激係数βx：0.072） 

５次モード（f5=12.478Hz） 

（刺激係数βx：28.800） 

６次モード（f6=13.539Hz） 

（刺激係数βx：-2.921） 

図 3－11 固有値解析結果（モード図）（1/2） 

0.01 0.01

0.01 0.01

0.01 0.01
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７次モード（f7=13.783Hz） 

（刺激係数βx：4.087） 

８次モード（f8=16.805Hz） 

（刺激係数βx：-25.440） 

９次モード（f9=17.932Hz） 

（刺激係数βx：4.792） 

１０次モード（f10=18.2701Hz） 

（刺激係数βx：-12.760） 

図 3－12 固有値解析結果（モード図）（2/2） 

表 3－5 Rayleigh 減衰における係数α，βの設定結果 

評価対象断面 α β 

Ｅ－Ｅ断面 9.780×10-1 7.660×10-4 

0.01 0.01

0.01 0.01
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図 3－13 設定した Rayleigh 減衰 
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3.4 荷重及び荷重の組合せ 

耐震評価にて考慮する荷重は，通常運転時の荷重（永久荷重）及び地震荷重を抽出

し，それぞれを組み合せて設定する。 

なお，取水管は運転時，設計基準事故時及び重大事故時の状態の影響を受けないこ

とから，設計基準対象施設の評価結果を用いた重大事故等対処施設の評価を行う。 

荷重の組合せを表 3－6 に示す。 

表 3－6 荷重の組合せ 

種別 荷重 算定方法の概要 

永久荷重 

（常時荷重） 

固定

荷重 

躯体自重 〇 
設計図書に基づいて，浮力を考慮

して設定する。 

機器・配管荷重 － 機器・配管等は設置されない。 

積載

荷重 

静止土圧 〇 常時応力解析により設定する。 

外水圧 〇 設計海水位を考慮して設定する。 

内水圧 〇 設計海水位を考慮して設定する。 

積雪荷重 － 

埋設構造物であるため，積雪荷

重，風荷重，温度荷重等は作用し

ない。 

土被り荷重 〇 常時応力解析により設定する。 

永久上載荷重 〇 
被覆コンクリートの重量に基づい

て設定する。 

偶発荷重 

（地震荷重） 

水平地震動 ○ 基準地震動Ｓｓによる水平・鉛直 

同時加振を考慮する。 鉛直地震動 ○ 

動水圧 ○ 
地震時動水圧を付加質量により考 

慮する。 

3.4.1 躯体自重 

取水管の躯体自重は，鋼材の単位体積重量と体積から算定する。なお，取水管

はすべて水中に埋没しているため浮力が作用することから，鋼材の単位体積重量

から海水の単位体積重量を差し引いた有効単位体積重量を用いる。  
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hw 

p=γw×(hw-(hw-hf)) 

p：水圧 

γw：海水の単位体積重量 

hｆ：取水管の損失水頭 

γw×hw：外水圧 

γw×（hw-hｆ）：内水圧 

3.4.2 外水圧及び内水圧 

外水圧及び内水圧は設計海水位 EL 0.58m を考慮して設定する。また，その際，

内水圧については取水管の損失水頭を考慮して設定する。外水圧及び内水圧の設

定概念図を図 3－14 に示す。  

図 3－14 外水圧及び内水圧の概念図 

取水管 
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3.4.3 動水圧 

取水管の動水圧は，取水管内容水重量を付加質量として取水管構成節点に与え

ることで，応答加速度に応じた動水圧を作用させる。なお，各構成節点の付加質

量は，取水管内空面積の分担を考慮して，図 3－15 に示すとおり水平成分と鉛直

成分で個別に算定する。  

Pdwhi=±khi・γｗ・Ａhi 

Pdwvi=±kvi・γｗ・Ａvi 

ここに，Pdwhi：i 節点の動水圧の水平成分  

Pdw ：i 節点の動水圧の鉛直成分  

khi ：i 節点の水平震度（=αhi/g）  

kvi ：i 節点の鉛直震度（=αvi/g）  

αhi ：i 節点の水平加速度  

αvi ：i 節点の鉛直加速度  

g ：重力加速度（=9.80665m/s2）  

γw ：海水重量（=10.1 kN/m3）  

Ahi ：i 節点の水平成分の分担面積（図 3－13 参照） 

Avi ：i 節点の鉛直成分の分担面積（図 3－13 参照） 

水平成分 Ahi  鉛直成分 Avi 

図 3－15 動水圧の概念図 
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3.5 地震応答解析の解析ケース 

3.5.1 耐震評価における解析ケース 

(1) 地盤物性のばらつきを考慮した解析ケース

取水管の周囲には，主として岩盤が分布しており，岩盤のばらつきについて影

響を確認する。ばらつきを考慮する物性値は岩盤のせん断変形を定義するせん断

弾性係数とし，平均値を基本ケース（表 3－7 に示すケース①）とした場合に加え

て，平均値±1.0×標準偏差（σ）のケース（表 3－7 に示すケース②及び③）に

ついて確認を行う。ここで，取水管周辺には砕石が存在するが，砕石については

「補足－023－01 地盤の支持性能について」において繰り返し三軸試験の結果よ

りばらつきの影響が少ないことを確認しており，砕石のばらつきは考慮しない。 

表 3－7 取水管の耐震評価における解析ケース 

解析ケース 解析手法 

地盤物性 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断 

弾性係数） 

ケース①

（基本ケース） 
全応力解析 平均値 

ケース② 全応力解析 平均値＋１σ 

ケース③ 全応力解析 平均値－１σ 
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(2) 耐震評価における解析ケースの組合せ

耐震評価においては，基準地震動Ｓｓ全波（６波）及びこれらに位相反転を考

慮した地震動（６波）を加えた全 12 波に対し，基本ケース（ケース①）を実施す

る。基本ケースにおいて，管周方向曲げ応力並びに管周方向せん断応力の最も大

きい地震動を用いて，表 3－8 に示す解析ケース（ケース②及び③）を実施する。

また，応力解析の照査値が最大となる地震動の選定フローを図 3－16 に示す。 

表 3－8 耐震評価における解析ケース 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③

基本ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
）

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

＋－＊ ○   

－－＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は 

位相を反転させたケースを示す。 

基準地震動Ｓｓ（6 波）に位相反転を考
慮した地震動（6 波）を加えた全 12 波
に対し，ケース①（基本ケース）を実施
し，管周方向曲げ応力，管周方向せん断
応力の最も大きい地震動を用いてケース
②及び③を実施する。
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図 3－16 応力解析の照査値が最大となる地震動の選定フロー 

START 

12 波*を用いて 

ケース①（基本ケース）の

耐震評価を実施 

管周方向曲げ応力，管周方向せ

ん断応力の最も大きい地震動を

選定 

選定した地震動を用い, 

ケース②及び③の耐震評価を実施

注記＊：基準地震動Ｓｓ波（6

波）に位相反転を考慮

した地震動（6 波）を加

えた 12 波 

解析ケース①～③において，管周方

向曲げ応力，管周方向せん断応力

の最も大きい地震動を選定 

END 

45



42 

3.6 評価内容 

3.6.1 入力地震動の設定 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土

木構造物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓ

ｓを一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。

なお，入力地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能

に係る基本方針」のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用

いる。 

図 3－17 に入力地震動算定の概念図を示す。入力地震動の算定には，解析コー

ド「ＳＨＡＫＥ」及び「ｍｉｃｒｏＳＨＡＫＥ／３Ｄ」を使用する。解析コード

の検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コー

ド）の概要」に示す。 

図 3－17 入力地震動算定の概念図 
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▽EL-100m

地下構造モデル 構造物位置地盤モデル

入力地震動
(2E2)

（取水管）

地震応答解析モデル

入射波
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▽EL -12m

一次元波動論による

応答計算（逆応答解
析）

一次元波動論による

応答計算（順応答解
析）

・逆応答解析においては解析プログラム
「SHAKE」を使用

・順応答解析においては解析プログラム
「ｍｉｃｒｏＳＨＡＫＥ／３Ｄ」を使用
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3.6.2 入力地震動の結果 

図 3－18～図 3－29 に入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル

を示す。 

(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－18 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－19 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－20 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－21 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－22 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－23 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－24 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－25 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－26 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＮＳ方向） 

MAX 552cm/s² (24.90s)

-1500

-750

0

750

1500

0 10 20 30 40 50 60

加
速

度
（

cm
/s

2
）

時刻（s）

h=0.05

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

0.01 0.1 1 10

加
速

度
（

cm
/s

2
）

周期（s）Ss-N2-NS 水平

55



52 

 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－27 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＮＳ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－28 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＥＷ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－29 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＥＷ方向） 
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3.7 地震応答解析結果 

3.7.1 解析ケース①（基本ケース） 

取水管の管周方向応力は，曲げ応力及びせん断応力について評価する。ここ

で，取水管の曲げ応力 σθ は次式より算定するため，曲げ応力は管の外側と内側そ

れぞれで整理する。曲げ応力算定の概念図を図 3－30 に示す。 

Z

M

A

N
σθ 

N：軸力 

A：断面積 

M：曲げモーメント 

Z：断面係数 

図 3－30 曲げ応力概念図 

解析ケース①（基本ケース）について，すべての基準地震動Ｓｓに対する応力

分布図を図 3－31～図 3－42 に示す。なお，本図は，取水管に発生する曲げ応力及

びせん断応力が最大となる時刻における応力分布を示している。 

また，曲げ応力及びせん断応力の地震動との関係を表 3－9，表 3－10 に示す。 

解析ケース①（基本ケース）について，管周方向の曲げ応力，管周方向のせん

断応力が卓越する基準地震動はどちらもＳｓ－Ｆ２となることが確認された。 

なお，基礎地盤の最大せん断ひずみ分布図を図 3－43～図 3－54 に示す。本図

は，全時刻において各要素に発生した最大せん断ひずみを示したものであり，取

水管周辺の地盤に発生する最大せん断ひずみは，10-3～10-4 オーダーの値のため，

「補足－023－01 地盤の支持性能について」で示した繰返し三軸試験にてその挙

動を確認しているひずみレベルの範囲内であることを確認した。 

軸力/面積 曲げモーメント/断面係数 曲げ応力
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（曲げ応力分布 t=23.66s） 

（せん断応力分布 t=23.66s）  

注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。最大値は絶対値で記入する。 

図 3－31 取水管管周方向の応力分布図（1/12） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｄ（＋＋）） 

最大値 16.3 N/mm²
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（曲げ応力分布 t=23.66s）  

（せん断応力分布 t=23.66s） 

注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。最大値は絶対値で記入する。 

図 3－32 取水管管周方向の応力分布図（2/12） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｄ（－＋）） 
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（曲げ応力分布 t=23.66s）  

（せん断応力分布 t=23.66s）  

注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。最大値は絶対値で記入する。 

図 3－33 取水管管周方向の応力分布図（3/12） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｄ（＋－）） 
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（曲げ応力分布 t=23.66s）  

（せん断応力分布 t=23.66s）  

注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。最大値は絶対値で記入する。 

図 3－34 取水管管周方向の応力分布図（4/12） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｄ（－－）） 
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（曲げ応力分布 t=8.67s） 

（せん断応力分布 t=8.67s）  

注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。最大値は絶対値で記入する。 

図 3－35 取水管管周方向の応力分布図（5/12） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｆ１（＋＋）） 
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（曲げ応力分布 t=15.84s）  

（せん断応力分布 t=15.89s）  

注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。最大値は絶対値で記入する。 

図 3－36 取水管管周方向の応力分布図（6/12） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｆ２（＋＋）） 
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（曲げ応力分布 t=7.60s） 

（せん断応力分布 t=7.60s）  

注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。最大値は絶対値で記入する。 

図 3－37 取水管管周方向の応力分布図（7/12） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｎ１（＋＋）） 

最大値 10.9 N/mm²
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（曲げ応力分布 t=7.60s） 

（せん断応力分布 t=7.60s）  

注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。最大値は絶対値で記入する。 

図 3－38 取水管管周方向の応力分布図（8/12） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｎ１（－＋）） 
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（曲げ応力分布 t=25.68s）  

（せん断応力分布 t=25.24s）  

注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。最大値は絶対値で記入する。 

図 3－39 取水管管周方向の応力分布図（9/12） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｎ２（ＮＳ）（＋＋）） 
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（曲げ応力分布 t=25.68s）  

（せん断応力分布 t=24.70s）  

注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。最大値は絶対値で記入する。 

図 3－40 取水管管周方向の応力分布図（10/12） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｎ２（ＮＳ）（－＋）） 
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（曲げ応力分布 t=24.84s）  

（せん断応力分布 t=24.84s）  

注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。最大値は絶対値で記入する。 

図 3－41 取水管管周方向の応力分布図（11/12） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｎ２（ＥＷ）（＋＋）） 
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（曲げ応力分布 t=24.84s）  

 

 
（せん断応力分布 t=24.84s）  

注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。最大値は絶対値で記入する。 

 

図 3－42 取水管管周方向の応力分布図（12/12） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｎ２（ＥＷ）（－＋）） 
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表 3－9 解析ケース①における発生最大曲げ応力度一覧表 

解析ケース 

地震動 

発生最大曲げ応力度 N/mm2 

全応力解析 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 16.3 

－＋ 17.2 

＋－ 18.5 

－－ 18.5 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 12.8 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 19.6 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 10.9 

－＋ 10.1 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 10.7 

－＋ 10.4 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 16.0 

－＋ 15.3 

表 3－10 解析ケース①における発生最大せん断応力度一覧表 

解析ケース 

地震動 

発生最大せん断応力度 N/mm2 

全応力解析 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.1 

－＋ 0.1 

＋－ 0.1 

－－ 0.1 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.1 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.2 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.1 

－＋ 0.1 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.1 

－＋ 0.1 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.1 

－＋ 0.1 
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図 3－43 基礎地盤の最大せん断ひずみ分布図（1/12） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｄ（＋＋）） 

図 3－44 基礎地盤の最大せん断ひずみ分布図（2/12） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｄ（－＋）） 

 最大せん断ひずみ発生箇所 2.3×10-3 

 最大せん断ひずみ発生箇所 2.6×10-3 
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図 3－45 基礎地盤の最大せん断ひずみ分布図（3/12） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｄ（＋－）） 

図 3－46 基礎地盤の最大せん断ひずみ分布図（4/12） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｄ（－－）） 

最大せん断ひずみ発生箇所 2.4×10-3 

 最大せん断ひずみ発生箇所 2.6×10-3 

74



71 

図 3－47 基礎地盤の最大せん断ひずみ分布図（5/12） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｆ１（＋＋）） 

図 3－48 基礎地盤の最大せん弾ひずみ分布図（6/12） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｆ２（＋＋）） 

 最大せん断ひずみ発生箇所 1.5×10-3 

 最大せん断ひずみ発生箇所 2.6×10-3 
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図 3－49 基礎地盤の最大せん断ひずみ分布図（7/12） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｎ１（＋＋）） 

図 3－50 基礎地盤の最大せん断ひずみ分布図（8/12） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｎ１（－＋）） 

 最大せん断ひずみ発生箇所 1.1×10-3 

 最大せん断ひずみ発生箇所 1.0×10-3 
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図 3－51 基礎地盤の最大せん断ひずみ分布図（9/12） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｎ２（ＮＳ）（＋＋）） 

図 3－52 基礎地盤の最大せん断ひずみ分布図（10/12） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｎ２（ＮＳ）（－＋）） 

 最大せん断ひずみ発生箇所 1.1×10-3 

 最大せん断ひずみ発生箇所 1.0×10-3 
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図 3－53 基礎地盤の最大せん断ひずみ分布図（11/12） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｎ２（ＥＷ）（＋＋）） 

図 3－54 基礎地盤の最大せん断ひずみ分布図（12/12） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｎ２（ＥＷ）（－＋））  

 最大せん断ひずみ発生箇所 1.9×10-3 

 最大せん断ひずみ発生箇所 1.7×10-3 
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3.7.2 解析ケース②及び解析ケース③（地盤物性のばらつきを考慮したケース） 

「3.7.1 解析ケース①（基本ケース）」より，発生最大曲げ応力並びに最大せ

ん断応力は，どちらもＳｓ－Ｆ２で最大値を示す。 

そこで，Ｓｓ-Ｆ２に対して地盤物性のばらつきを考慮した解析ケース②，解析

ケース③を実施する。その際の応力分布図を図 3－55 及び図 3－56 に示す。

なお，本図は，取水管に発生する曲げ応力及びせん断応力が最大となる時刻に

おける応力分布を示している。 

また，それぞれのケースにおける曲げ応力・せん断力の最大値を表 3－11，3－

12 に整理する。 

なお，基礎地盤の最大せん断ひずみ分布図を図 3－57 及び図 3－58 に示す。本

図は，全時刻において各要素に発生した最大せん断ひずみを示したものであり，

取水管周辺の地盤に発生する最大せん断ひずみは，10-3～10-4 オーダーの値のた

め，「補足－023－01 地盤の支持性能について」で示した繰返し三軸試験にてそ

の挙動を確認しているひずみレベルの範囲内であることを確認した。 
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（曲げ応力分布 t=15.87s）  

（せん断応力分布 t=15.87s）  

注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。最大値は絶対値で記入する。 

図 3－55 取水管管周方向の応力分布図（1/2） 

（解析ケース②，Ｓｓ―Ｆ２（＋＋）） 

最大値 13.6 N/mm²
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（曲げ応力分布 t=15.91s）  

（せん断応力分布 t=15.90s）  

注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。最大値は絶対値で記入する。 

図 3－56 取水管管周方向の応力分布図（2/2） 

（解析ケース③，Ｓｓ―Ｆ２（＋＋）） 

最大値 27.6 N/mm²
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表 3－11 各ケースにおける発生最大曲げ応力度一覧表 

解析ケース 

地震動 

発生最大曲げ応力度 N/mm2 

全応力解析 

① ② ③ 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 16.3 － － 

－＋ 17.2 － － 

＋－ 18.5 － － 

－－ 18.5 － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 12.8 － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 19.6 13.6 27.6 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 10.9 － － 

－＋ 10.1 － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 10.7 － － 

－＋ 10.4 － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 16.0 － － 

－＋ 15.3 － － 

表 3－12 各ケースにおける発生最大せん断応力度一覧表 

解析ケース 

地震動 

発生最大せん断応力度 N/mm2 

全応力解析 

① ② ③ 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.1 － － 

－＋ 0.1 － － 

＋－ 0.1 － － 

－－ 0.1 － － 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.1 － － 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.2 0.1 0.2 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.1 － － 

－＋ 0.1 － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.1 － － 

－＋ 0.1 － － 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.1 － － 

－＋ 0.1 － － 
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図 3－57 基礎地盤の最大せん断ひずみ分布図（1/2） 

（解析ケース②，Ｓｓ―Ｆ２（＋＋）） 

図 3－58 基礎地盤の最大せん断ひずみ分布図（2/2） 

（解析ケース③，Ｓｓ―Ｆ２（＋＋）） 

 最大せん断ひずみ発生箇所 1.8×10-3 

 最大せん断ひずみ発生箇所 3.1×10-3 
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4. 管軸方向の地震応答解析

本章では管軸方向の検討を行うための地震応答解析について記載する。管軸方向の検

討フローについて図 4－1 に示す。管軸方向の地震応答解析は，算出された地盤変位を用

いて管軸方向の応力解析に用いるために行う。 

図 4－1 取水管管軸方向の地震応答解析モデル 

地震応答解析 

（2 次元動的有限要素法解析） 

管軸直交方向の地盤変位 管軸方向の地盤変位 

管軸直交方向加振 管軸方向加振 

地震動の入射角 0°の応力解析 

（応答変位法） 

地震動の入射角 45°の応力解析 

（応答変位法） 

曲げ応力

地盤変位の合成 

軸応力

管軸方向合成応力

せん断応力 せん断応力 

5.管軸方向の応力解析

4.管軸方向の地震応答解析
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4.1 地震応答解析手法 

地震応答解析手法は，「3.1 地震応答解析手法」に基づき選定する。解析手法のフ

ローに基づき全応力解析を選定する。

取水管の管軸方向応力の評価に用いる地震応答解析は，管軸直交方向及び管軸方向

加振が可能な二次元有限要素法モデルを用いた周波数応答解析にて行う。 

地震応答解析に用いる解析モデルは，管軸直交方向断面にてモデル化し，奥行き方

向に一様な断面が存在するとして，管軸直交方向並びに管軸方向の検討を行う。応力

解析時に必要となる地盤変位については，管軸直交方向の地盤変位及び管軸方向の地

盤変位を合成して使用する。 

地震応答解析については，解析コ－ド「ＳｕｐｅｒＦＬＵＳＨ／２Ｄ」を使用す

る。なお，解析コ－ドの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プロ

グラム（解析コ－ド）の概要」に示す。また，等価線形化法を用いた周波数応答解析

の妥当性については，「参考資料 1 等価線形化法を用いた地震応答解析の妥当性確

認」に示す。 
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4.2 地震応答解析モデルの設定 

4.2.1 境界条件 

エネルギーの逸散効果を評価するため，解析領域の側面にはエネルギー伝達境

界を，底面には粘性境界を設ける。 

なお，管軸直交方向加振，管軸方向加振については同様の境界条件とする。 

4.2.2 解析モデル領域 

管軸方向の検討に用いる，地震応答解析モデルの領域の設定は，「3.2.1 解析

モデル領域」を基準に設定する。

4.2.3 地盤のモデル化 

本地震応答解析の地盤モデルは，「3.2.3 地盤及び被覆コンクリートのモデル

化」より取水管を取り除いた解析モデルとする。この際，岩盤及び被覆コンクリ

ートは線形材料にてモデル化する。また，砕石は等価線形化法を適用し，動せん

断弾性係数及び減衰定数の非線形特性を考慮する。 

地震応答解析によって得られる砕石の収束剛性を精度よく算出するために砕石

層を３層に分けて，それぞれの層の収束剛性を求める。図 4－2 に砕石部の拡大図

を添付する。 
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（モデル全体）

（砕石部拡大） 

図 4－2 取水管管軸方向の地震応答解析モデル 

西技開発に修正依頼 
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4.3 入力地震動 

入力地震動は，「3.6.2 入力地震動の結果」で示した水平方向の地震動を用いる。 

4.4 耐震評価における解析ケース 

4.4.1 地盤物性のばらつきを考慮した解析ケース 

管軸方向の応力評価に用いる地震応答解析については，「3.5.1 耐震評価にお

ける解析ケース」と同様に岩盤のばらつきについて影響を確認する。ばらつきを

考慮するケースについては表 3－7 に記す。 

4.4.2 耐震評価における解析ケースの組合せ 

耐震評価においては，基準地震動Ｓｓ全波（6 波）に対し，基本ケースを実施す

る。基本ケースにおいて，最大地盤ひずみ及び最大水平変位が最大となる地震動

に対してケース②及びケース③を実施する。耐震評価における解析ケースを表 4－

1 に示す。また，応答変位法による応力解析を実施する地震動の選定フローを図 4

－3 に示す。 
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表 4－1 耐震評価における解析ケース 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③

基本ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動

Ｓｓ－Ｄ ○ 

Ｓｓ－Ｆ１ ○   

Ｓｓ－Ｆ２ ○   

Ｓｓ－Ｎ１ ○   

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） ○ 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） ○ 

基準地震動Ｓｓ（6 波）に対し，ケース
①（基本ケース）を実施する。
最大地盤ひずみ及び最大水平変位が最も
大きくなる地震動を用いてケース②及び
③を実施する。
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図 4－3 応答変位法による応力解析を実施する地震動の選定フロー 

START 

基準地震動 6 波を用いて 

ケース①（基本ケース）の

耐震評価を実施 

選定した地震動を用い, 

ケース②及び③の耐震評価

を実施

ケース①～③において，管軸直交方向加振・管軸方向加振

それぞれで最大地盤ひずみ及び最大水平変位が最大となる地震動

を選定し，応答変位法による応力解析へ進む 

管軸直交方向加振・管軸方向加振 

それぞれで最大地盤ひずみ及び最大

水平変位が最大となる地震動を選定 

ＥＮＤ 
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4.5 最大地盤ひずみ算出方法 

管軸方向の応力解析（応答変位法）の概念図を図 4－4 に示す。 

同図より，管軸方向の応力解析においては，地盤に生じる水平変位と地震動の波長

の関係，つまり，地盤ひずみに支配される。 

地盤ひずみ
)x(G は，地盤に生じる変位と波長より，次式で与えられる。














 


 x

LL

U

dx

xdU
xG

2
cos2

)(
)( 0

ここで， 

0U ：管軸位置の地盤の水平方向最大応答変位（m） 

（応答解析の結果より） 

L：地震動の波長（m） 

x ：地震動に沿った距離（m） 

 ：地震動の位相（度）

以上より，最大地盤ひずみは，次式で表される。 

L

U
2 0

maxG  
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注記＊：応力解析における地盤変位は，水道施設耐震工法指針・解説 

（日本水道協会，2009）に基づき，管軸位置の水平変位を用いる。 

図 4－4 管軸方向の応力解析（応答変位法）の概念図 

4.5.1 地震動の波長の算定 

表層地盤の 1 次固有周期を，地震応答解析の伝達関数より算定し，地震動の見

かけの伝播速度を求め，次式より地震動の波長を算定する。 

Ｌ=Ｖ･ＴG 

Ｌ：地震動の波長(m) 

ＴG：表層地盤の固有周期(sec) 

Ｖ：表層地盤の伝播速度(m/sec) 

伝達関数は解析モデル中央の地表面から抽出し，伝達関数のピーク周波数から

表層地盤の固有周期を算定する。算定された固有周期を用いて，図 4－5 より伝播

速度を求める。 

x 

x' 

入射角 θ 

取水管（平面図）  

 ：水平変位（m）  

 ：管軸位置の地盤の水平方向最大応答変位（m）（応答解析の結果より）＊  

 ：地震動の波長（m）  

 ：地震動に沿った距離（m）  

 ：地震動の位相（°）  

 ：入射角（°）  
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図 4－5 地震動の見かけの伝播速度 

「水道用埋設鋼管路耐震設計基準 WSP 029－2006（日本水道鋼管協会，

2006.2.2）」より引用  

 

4.6 地震応答解析結果 

4.6.1 解析ケース①（基本ケース） 

耐震評価のために用いる砕石の水平方向の最大応答変位分布図として，解析ケ

ース①（基本ケース）について，すべての基準地震動Ｓｓに対する全時刻におけ

る最大応答変位分布図を図 4－6 及び図 4－7 に示す。 

また，水平地盤変位及び地震動の波長から求まる地盤ひずみについて表 4－2 に

示す。 
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注：横軸は，砕石下端を基準とした相対変位を示す。 

図 4－6 砕石の最大応答変位分布図（管軸直交方向加振）（解析ケース①） 

注：横軸は，砕石下端を基準とした相対変位を示す。 

図 4－7 砕石の最大応答変位分布図（管軸方向加振）（解析ケース①） 

▼取水管管頂(EL-13.489m)

▼取水管管底(EL-17.812m)
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▼取水管中心位置(EL-15.650m)

▼取水管管頂(EL-13.489m)

▼取水管管底(EL-17.812m)

(EL-18.800m)
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▼取水管中心位置(EL-15.650m)
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表 4－2 地盤の最大ひずみ（解析ケース①） 

解析 

ケース
地震動 

管軸直交方向加振 管軸方向加振 

最大変位 

Ｕ０
＊

（㎜） 

波長 

Ｌ 

（m） 

最大地盤 

ひずみ 

（％） 

最大変位 

Ｕ０
＊

（㎜） 

波長 

Ｌ 

（m） 

最大地盤 

ひずみ 

（％） 

ケース①

Ｓｓ－Ｄ 3.30 8.0 0.259 4.35 9.4 0.291 

Ｓｓ－Ｆ１ 2.37 7.8 0.191 3.20 9.0 0.223 

Ｓｓ－Ｆ２ 3.16 8.0 0.248 4.28 9.4 0.286 

Ｓｓ－Ｎ１ 1.51 7.6 0.125 1.93 8.6 0.141 

Ｓｓ－Ｎ２(ＮＳ） 1.65 7.6 0.136 2.14 8.7 0.155 

Ｓｓ－Ｎ２(ＥＷ） 2.12 7.7 0.173 2.90 9.0 0.202 

注記＊：最大水平変位Ｕ０は，取水管中心座標高位置における変位 
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4.6.2 解析ケース②及び解析ケース③（地盤物性のばらつきを考慮したケース） 

「4.6.1 解析ケース①（基本ケース）」より，最大地盤ひずみ及び最大水平変

位は，管軸直交方向及び管軸方向の地震応答解析ともにＳｓ－Ｄで最大値を示

す。そこで，当該地震動に対して地盤物性のばらつきを考慮した解析ケース②及

び解析ケース③の最大応答変位分布図を図 4－8，図 4－9 に示す。 

また，水平地盤変位及び地震動の波長から求まる地盤ひずみについて表 4－3 に

示す。最大地盤ひずみの値は，解析ケース②で最大となっているが，最大水平変

位の値は解析ケース③で最大となっている。そこで，管軸方向の応力解析につい

ては，解析ケース②及び解析ケース③（Ｓｓ－Ｄ）を対象とする。 
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注：横軸は，砕石下端を基準とした相対変位を示す。 

図 4－8 砕石の最大応答変位分布図（管軸直交方向加振）（解析ケース②，③） 

注：横軸は，砕石下端を基準とした相対変位を示す。 

図 4－9 砕石の最大応答変位分布図（管軸方向加振）（解析ケース②，③） 

▼取水管管頂(EL-13.489m)

▼取水管管底(EL-17.812m)
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▼取水管管底(EL-17.812m)

(EL-18.800m)

4.38mm

-19.0

-18.0

-17.0

-16.0

-15.0

-14.0

-13.0

0 2 4 6 8 10

標
高

（
E

L
,m

）

相対変位（mm）

Ss-D(+σ)

Ss-D(-σ)

▼取水管中心位置(EL-15.650m)
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表 4－3 地盤の最大ひずみ（解析ケース①，②，③） 

 

解析 

ケース 
地震動 

管軸直交方向加振 管軸方向加振 

最大変位 

Ｕ０
＊  

（㎜） 

波長 

Ｌ 

（m） 

最大地盤 

ひずみ 

（％） 

最大変位 

Ｕ０
＊  

（㎜） 

波長 

Ｌ 

（m） 

最大地盤 

ひずみ 

（％） 

ケース① Ｓｓ－Ｄ 3.30 8.0 0.259 4.35 9.4 0.291 

ケース② Ｓｓ－Ｄ 2.61 4.9 0.335 4.30 9.0 0.300 

ケース③ Ｓｓ－Ｄ 3.94 9.1 0.272 4.38 10.4 0.265 

注記＊：最大水平変位Ｕ０は，取水管中心座標高位置における変位 
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5. 管軸方向の応力解析

取水管管軸方向の応力解析（応答変位法）は，「4. 管軸方向の地震応答解析」よ

り，取水管の耐震性に最も影響を及ぼす地震動を対象に実施するものとし，地震応答解

析結果を基に算出した地盤ひずみが最大となる解析ケース②（Ｓｓ－Ｄ）及び，水平変

位が最大となる解析ケース③（Ｓｓ－Ｄ）を対象とする。 

5.1 解析方法 

管軸方向の応力については，周辺の砕石の変位及びひずみを考慮し，管軸方向の曲

げ応力及び軸力を組み合わせる。管軸方向の応力解析の概念図は図 5－1 に示す。 

管軸方向の応力解析は，それぞれの解析ケースにおける砕石の最大水平変位振幅，

地震波の波長及び地震波の入射角を考慮する。 

応力解析には，解析コ－ド「ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用する。解析コ－ドの検証

及び妥当性の確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コ－ド）の概

要」に示す。

注記＊：応力解析における地盤変位は，水道施設耐震工法指針・解説 

（日本水道協会，2009）に基づき，管軸位置の水平変位を用いる。 

図 5－1 管軸方向の応力解析（応答変位法）の概念図 

x 

x' 

入射角 θ 

取水管（平面図）  

 ：水平変位（m）  

 ：管軸位置の地盤の水平方向最大応答変位（m）（応答解析の結果より）＊  

 ：地震動の波長（m）  

 ：地震動に沿った距離（m）  

 ：地震動の位相（°）  

 ：入射角（°）  
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5.2 応力解析モデルの設定 

管軸方向の応力解析モデルを図 5－2 に示す。 

5.2.1 取水管のモデル化 

取水管は，断面性能及び鋼材のヤング係数に基づく線形はり要素でモデル化す

る。 

5.2.2 境界条件 

取水管端部については，取水管が取水口及び巻立コンクリートにて拘束される

ことから，固定端としてモデル化する。可撓管が設置される箇所については，自

由端とし回転及び変位を許容することで，可撓管の自由度を考慮する。可撓管を 2

重接点として自由度を考慮したモデルとすることで，可撓管を基準に別々の挙動

を示すモデルとしてモデル化を行う。 

なお，可撓管の耐震評価については「参考資料 2 可撓管の耐震性評価」に記

す。 

5.2.3 地盤ばね 

地盤ばねは，管軸方向のせん断ばね及び管軸直交方向の直ばねを 1m ピッチで設

定する。 

地盤ばね定数は，岩盤の掘削形状を考慮した２次元有限要素法解析モデル及び

３次元有限要素法解析モデルにおいて，強制変位を与えた場合の地盤反力から算

定する。この際，取水管中心位置より取水管に向かって剛はりを設定したのち，

中心位置に強制変位をかける。強制変位をかけた際の荷重と変位の関係性を用い

て地盤のばね定数を算出する。 

地盤ばね定数を求める砕石の動せん断弾性係数は，「4. 管軸方向の地震応答

解析」における収束値を用いる。地盤ばね定数を表 5－1 に示す。 

地盤ばね算定モデル概念図を図 5－3 に示す。管軸方向解析モデル概念図を図 5

－4 に示す。 

100



97 

図 5－2 管軸方向の応力解析モデル 

表 5－1 地盤ばね定数 

地震動  
地盤ばね定数(kN/m2) 

管軸直交方向  管軸方向  

Ｓｓ－Ｄ  7.663×105 2.370×105 

可撓管

可撓管

取水口側 陸域部側

（単位:mm） 
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a) 管軸直交方向地盤ばね算定モデル

b) 管軸方向地盤ばね算定モデル

図 5―3 地盤ばね算定モデル概念図 

図 5－4 管軸方向解析モデル概念図 

管軸方向（ソリッドモデル)

地震波

Ss-D

Ss-N1

Ss-N2(EW)

Ss-N2(NS)

管軸直交方向ばね定数算出モデル

管軸方向（ソリッドモデル)

地震波

Ss-D

Ss-N1

Ss-N2(EW)

Ss-N2(NS)

58
00

12600

y=-16900

y=-18800

平面ひずみ要素を使用

可撓管 
可撓管 
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5.3 荷重及び荷重の組合せ 

管軸方向の応答変位法で考慮する荷重は，地震時における動土圧（地盤変位）のみ

とし，躯体に作用する慣性力や内水圧等は，管周方向の検討で考慮する。 

5.4 入力地盤変位 

取水管位置における地盤の応答変位は，｢4. 管軸方向の地震応答解析｣にて求めた最

大水平相対変位Ｕ0，地震動の波長 L を考慮し，次式により算定する。 














 


＋x

L
UxU h

2
sin)( 0

ここで， 

U h ：最大水平変位(m) 

U 0 ：地震応答解析における最大水平変位(m) 

L ：地震動の波長(m)  

x ：地震動に沿った距離(m) 

 ：地震動の位相(°)で 15°ピッチで与える

ここで，管軸方向の応力解析にて取水管に発生する応力は，地震動（地盤変位）の

入射角θにより発生値が変化する。表 5－2 に示すとおり，入射角 0°で曲げ応力，入

射角 45°で軸応力が最大となることから地震動の入射角は 0°及び 45°とする。 

地震動の入射角については図 5－5 で示すとおり，取水管延長が長くなる陸域部側か

ら屈曲部までを基準として考える。 

入射角 0°の場合の最大水平変位Ｕ0 は，２次元有限要素法解析における管軸直交方

向加振のものを用い，入射角 45°の場合の最大水平変位Ｕ0 は，管軸直交方向加振と管

軸方向加振の最大水平変位を合成したものを用いる。図 5－6 に，管軸方向に対して入

射角 0°の場合と図 5－6 に管軸方向に対して入射角 45°の場合の入力地盤変位 hU を

示す。 
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図 5－5 管軸方向の応力解析モデル 

表 5－2 管軸方向応力解析における地震動の入射角と発生応力の関係 

地震動の 

入射角θ 
応力発生のイメージ 備考 

0 ° 

地震動の入射角が 0°

の場合，管軸直交方向

の地盤変位が最大とな

るため，取水管に発生

する曲げ応力が最大と

なる。 

45° 

地震動の入射角が 45°

の場合，取水管と平行

方向の地盤変位が最大

となるため，取水管に

発生する管軸方向応力

が最大となる。なお曲

げ応力も発生するが，

0°入射の場合よりも

小さい。 

可撓管

可撓管

取水管 

取水管 

地盤変位
管直荷重
管軸荷重

地盤変位
管直荷重
管軸荷重

地盤変位
管直荷重
地盤変位
管直荷重

45° 

取水口側 陸域部側

（単位:mm） 
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注：横軸は図 5－5 の陸域部側固定端を原点とする。 

図 5－6 入力地盤変位（入射角 0°） 

注：横軸は図 5－5 の陸域部側固定端を原点とする。 

図 5－7 入力地盤変位（入射角 45°） 

5.5 管軸方向応力の合成 

管軸方向応力は，入射角 0°の場合の応力と入射角 45°の場合の応力は，「水道施

設耐震工法指針・解説（日本水道協会，2009）」に基づき以下の式にて合成したもの

とする。 

    2

0,

2

45,12.3
 

B

 

AL      ··························· （1）

ここで， 

L ：管軸方向合成応力

45,A ：入射角 45°の場合の軸方向応力（軸応力）

0,B ：入射角 0°の場合の軸方向応力（曲げ応力）
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変
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軸方向距離(m)

管軸方向変位
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5.6 応力解析結果 

各解析ケースにおける，管軸方向の応力解析結果を図 5－8 及び図 5－9 に示す。 

本図は，地震動の位相を 15°ピッチで与えた結果（24 ケース）のうち，各要素に生

じた最大応力を抽出した値を示している。表 5－3 に管軸方向の応力比較を行った。 

表 5－3 より，解析ケース③が軸方向合成応力及び入射せん断応力が大きいことから

管軸方向応力に最も影響を及ぼす地震動は解析ケース③であることが分かる。次章以降

の耐震評価においては解析ケース③の結果を用いることとする。 
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（0°入射の応力解析結果） 

（45°入射の応力解析結果） 

（0°入射と 45°入射の軸方向応力の合成） 

注：横軸は図 5－5 の陸域部側固定端を原点とする。 

図 5－8 管軸方向の応力解析結果（解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ） 
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（0°入射の応力解析結果） 

（45°入射の応力解析結果） 

（0°入射と 45°入射の軸方向応力の合成） 

注：横軸は図 5－5 の陸域部側固定端を原点とする。 

図 5－9 管軸方向の応力解析結果（解析ケース③，Ｓｓ―Ｄ） 
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表 5－3 各地震ケースにおける管軸方向の応力度 

軸方向合成応力度最大値

（N/mm2） 

入射せん断応力度最大値 

（N/mm2） 

解析ケース② 15.7 27.8 

解析ケース③ 44.3 35.4 
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6. 耐震評価

6.1 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

6.1.1 構造部材の健全性に対する許容限界 

構造部材となる鋼製管の曲げ及びせん断破壊に対する許容限界は，「鋼構造設

計規準-許容応力度法-（日本建築学会，2005）」に基づき，鋼材の種類に応じた

短期許容応力度とする。 

鋼製管の許容限界を表 6－1 に示す。 

表 6－1 鋼製管の許容限界 

鋼材の種類 項 目 
短期許容応力度 

（N/mm2） 

SS400 
曲げ 235 

せん断 135 
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6.1.2 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に

係る基本方針」に基づき，ＣＭ級岩盤の極限支持力度とする。 

また，砕石に発生する接地圧に対する許容限界は，｢道路橋示方書（Ⅰ 共通

編・Ⅳ 下部構造編）・同解説（（社）日本道路協会 平成14年3月）｣に基づ

き，以下の式にて算定する。 

 SNB
2

1
SqNScNaQ e1qqccu 

ここで， 

uQ ：荷重の偏心傾斜，支持力係数の寸法効果を考慮した地盤の極

限支持力（kN/m2）  

c ：地盤の粘着力であるが，保守的に考慮しない（kN/m2） 

q ：上載荷重（kN/m2） f2Dq 

eA ：有効載荷面積（m2） 

21 , ：支持地盤及び根入れ地盤の単位体積重量（kN/ m3） 

但し，地下水位以下では水中単位体積重量を用いる。 

eB ：荷重の偏心を考慮した基礎の有効載荷幅（m） 

Be eBB 2

B ：基礎幅（m） 

Be ：荷重の偏心量（m） 

fD ：基礎の有効根入れ深さ（m） 

 ：基礎の形状係数 

 ：根入れ効果に対する割増係数

N,N,N qc ：荷重の傾斜を考慮した支持力係数

S,S,S qc ：支持力係数の寸法効果に関する補正係数

上記の式にて求まる砕石の極限支持力度並びにＣＭ級岩盤の極限支持力度を表 6

－2 に示す。 

表 6－2 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

基礎地盤 
極限支持力度 

（N/mm2） 

ＣＭ級岩盤 9.8 

砕石 0.56 
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6.2 評価方法 

6.2.1 取水管の曲げ及びせん断評価 

取水管は，「3. 管周方向の地震応答解析」に基づく管周方向曲げ応力と「5. 

管軸方向の応力解析」に基づく管軸方向合成応力及びせん断応力を組み合わせた

合成応力が，「6.1 許容限界」で設定した許容限界以下であることを確認する。

この際，管軸方向合成応力及びせん断応力は，取水管の耐震性に与える影響が最

大となる地震動で評価しているが，管周方向曲げ応力と合成する際には保守的に

当該地震動の結果を用いることとする。 

また，「3. 管周方向の地震応答解析」に基づくせん断応力が，「6.1 許容限

界」で設定した許容限界以下であることを確認する。 

合成応力は，管周方向の曲げ応力及び管軸方向の応力から，以下の式で求め

る。 

23
22

SCLCL  

ここで， 

σ：合成応力(N/mm2) 

σL：管軸方向合成応力(N/mm2) 

σC：管周方向曲げ応力(N/mm2)  

τS：管軸方向せん断応力(N/mm2) 

6.2.2 基礎地盤の支持性能評価 

基礎地盤の支持性能評価は，「3. 管周方向の地震応答解析」に基づく基礎岩

盤及び砕石に生じる最大接地圧が，「6.1 許容限界」で設定した許容限界を以下

であることを確認する。 
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7. 耐震評価結果

7.1 構造部材の健全性に対する評価結果 

7.1.1 管周方向の評価結果 

管周方向の曲げ及びせん断評価の最大照査値を表 7－1 及び表 7－2 に示す。 

取水管の曲げ応力度及びせん断応力度が許容限界以下であることを確認した。 

表 7－1 管周方向の曲げ評価結果 

解析ケース 地震動 
曲げ応力度 

σ（N/mm2） 

許容曲げ応力度 

σａ（N/mm2） 

照査値 

σ／σａ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 16.3 235 0.07 

－＋ 17.2 235 0.08 

＋－ 18.5 235 0.08 

－－ 18.5 235 0.08 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 12.8 235 0.06 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 19.6 235 0.09 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 10.9 235 0.05 

－＋ 10.1 235 0.05 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） 
＋＋ 10.7 235 0.05 

－＋ 10.4 235 0.05 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） 
＋＋ 16.0 235 0.07 

－＋ 15.3 235 0.07 

② Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 13.6 235 0.06 

③ Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 27.6 235 0.12 
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表 7－2 管周方向のせん断評価結果 

解析ケース 地震動 
せん断応力度 

τ（N/mm2） 

許容せん断応力度 

τａ（N/mm2） 

照査値 

τ／τａ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.1 135 0.01 

－＋ 0.1 135 0.01 

＋－ 0.1 135 0.01 

－－ 0.1 135 0.01 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.1 135 0.01 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.2 135 0.01 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.1 135 0.01 

－＋ 0.1 135 0.01 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） 
＋＋ 0.1 135 0.01 

－＋ 0.1 135 0.01 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） 
＋＋ 0.1 135 0.01 

－＋ 0.1 135 0.01 

② Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.1 135 0.01 

③ Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.2 135 0.01 
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7.1.2 合成応力による評価結果 

合成応力による評価結果の最大照査値を表 7－3 に示す。 

取水管に発生する合成応力は，許容限界以下であることを確認した。 

なお，管軸方向の合成応力度及びせん断応力度については，「5.6 応力解析結

果」より，取水管の耐震性に最も影響を与えるケース③のＳｓ－Ｄの値を用い

る。 

表 7－3 合成応力による評価結果 

解析 

ケース
地震動 

管周方向 管軸方向(Ss-D(-σ)) 合成 

応力度 

σ 

（N/mm2） 

許容 

応力度 

σ a 

（N/mm2） 

照査値 

σ/σ a 曲げ応力度 

σｃ 

（N/mm2） 

合成応力度 

σ L

（N/mm2） 

せん断 

応力度 

τｓ

（N/mm2） 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 16.3 44.3 35.4 81.9 235 0.35 

－＋ 17.2 44.3 35.4 82.3 235 0.36 

＋－ 18.5 44.3 35.4 83.0 235 0.36 

－－ 18.5 44.3 35.4 83.0 235 0.36 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 12.8 44.3 35.4 80.3 235 0.35 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 19.6 44.3 35.4 83.5 235 0.36 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 10.9 44.3 35.4 79.5 235 0.34 

－＋ 10.1 44.3 35.4 79.2 235 0.34 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 10.7 44.3 35.4 79.4 235 0.34 

－＋ 10.4 44.3 35.4 79.3 235 0.34 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 16.0 44.3 35.4 81.8 235 0.35 

－＋ 15.3 44.3 35.4 81.4 235 0.35 

② Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 13.6 44.3 35.4 80.7 235 0.35 

③ Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 27.6 44.3 35.4 87.8 235 0.38 
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7.2 基礎地盤の支持性能評価結果 

基礎地盤の支持性能評価の照査結果を表 7－4 及び表 7－5 に示す。また，最大接地圧

分布図を図 7－1 及び図 7－2 に示す。 

取水管の基礎地盤に作用する最大接地圧は，すべてのケースにおいて極限支持力度以

下であることを確認した。 

表 7－4 基礎地盤の支持性能評価結果（岩盤） 

解析ケース 地震動 
最大接地圧 

Ｒd（N/mm2） 

極限支持力度 

Ｒu（N/mm2） 

照査値 

Ｒd／Ｒu 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.19 9.8 0.02 

－＋ 0.21 9.8 0.03 

＋－ 0.21 9.8 0.03 

－－ 0.24 9.8 0.03 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.17 9.8 0.02 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.21 9.8 0.03 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.19 9.8 0.02 

－＋ 0.16 9.8 0.02 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） 
＋＋ 0.15 9.8 0.02 

－＋ 0.17 9.8 0.02 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） 
＋＋ 0.19 9.8 0.02 

－＋ 0.17 9.8 0.02 

② Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.19 9.8 0.02 

③ Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.21 9.8 0.03 
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表 7－5 基礎地盤の支持性能評価結果（砕石） 

解析ケース 地震動 
最大接地圧 

Ｒd（N/mm2） 

極限支持力度 

Ｒu（N/mm2） 

照査値 

Ｒd／Ｒu 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.16 0.56 0.30 

－＋ 0.17 0.56 0.30 

＋－ 0.16 0.56 0.28 

－－ 0.17 0.56 0.30 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.13 0.56 0.24 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.16 0.56 0.29 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.15 0.56 0.27 

－＋ 0.09 0.56 0.17 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） 
＋＋ 0.15 0.56 0.27 

－＋ 0.15 0.56 0.27 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） 
＋＋ 0.15 0.56 0.27 

－＋ 0.15 0.56 0.28 

② Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.15 0.56 0.28 

③ Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.17 0.56 0.30 

図 7－1 基礎地盤（岩盤）の最大接地圧分布 
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図 7－2 基礎地盤（砕石）の最大接地圧分布 

（解析ケース③，Ｓｓ-Ｆ２（＋＋）） 
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8. まとめ

非常時における海水の通水機能を求められる土木構造物である，取水管について基準地

震動Ｓｓによる地震力に対し，構造部材の曲げ，せん断応力が許容限界を下回ること及び

最大接地圧が許容限界を十分下回ることを確認した。 

以上のことから，取水管は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，通水機能を維持で

きることを確認した。 
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参考資料１ 等価線形化法を用いた地震応答解析の妥当性確認 
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1. 概要

取水管の管軸方向応力の算定には，等価線形化法を用いた周波数応答解析により取水

管周辺の砕石の水平変位を求めている。 

等価線形化法を用いた地震応答解析は最大せん断ひずみに 0.65 を乗じた有効ひずみに

対応するせん断剛性及び減衰定数を用いた線形解析にて行うのが一般的である。従っ

て，ひずみが卓越した場合（一般に数％オーダー），図 1－1 に示すとおり，せん断応力

や最大加速度を過大評価することが知られている。 

そこで，等価線形化法を用いた地震応答解析の妥当性確認として最大せん断ひずみの

発生量の確認を行う。 

図1－1 等価線形化法の概要 

応力 

最大せん断応力の 
過大評価 

等価線形化法で用いる応力－ひずみ関係 

実際の応力-ひずみ関係  

最大ひずみγmax

剛性 

0.65γmax
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2. 最大せん断ひずみの確認

図 2－1～図 2－2 に，地震応答解析における最大せん断ひずみ分布図を示す。

最大せん断ひずみは，面内加振と面外加振の 2 ケースにおいて明確な違いは見られな

い。面内加振の最大せん断ひずみは 0.18％，面外加振の最大せん断ひずみは 0.26％であ

り，全体的に 1.0％未満であり，等価線形化法の適用範囲内であることを確認した。 

図 2－1 最大せん断ひずみ分布図（面内加振） 

図 2－2 最大せん断ひずみ分布図（面外加振） 
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参考資料 2 可撓管の耐震性評価 
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1. 概要

取水管の管軸方向の応力解析では，端部における変位及び回転を可撓管が吸収するも

のとして，自由端としている。 

ここでは，取水管に生じる変位について，端部に設置された可撓管が十分に吸収可能

か評価を行う。 

ここで，表 1－1 に示すとおり，可撓管は，取水管よりもわずかに内径が大きいものの

厚みが同程度である。また，可撓管は軸方向の地盤変位に対して追随することができる

ため，管軸方向応力も作用しない。 

取水管は照査値に対する裕度が大きいため，可撓管については，取水管の耐震評価を

踏まえ，耐震性を有すると判断する。 

表1－1 可撓管と取水管の仕様の比較 
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2. 評価方針

取水管管軸方向の応力解析において可撓管設置位置にて生じる伸縮量及び偏心量が，

可撓管の許容値以下であることを確認する。 

3. 評価条件

3.1 評価対象 

評価対象とする可撓管は，軸方向応力解析を実施した取水管Ⅱとする。 

評価対象とする可撓管を図 3－1，可撓管の詳細図を図 3－2 に示す。 

図3－1 検討対象とする可撓管位置図 

可撓管（海側） 

可撓管（陸側） 

取水管Ⅱ 

取水管Ⅰ 

可撓管 
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図3－2 可撓管詳細図 
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3.2 可撓管部の伸縮量及び偏心量 

可撓管の伸縮量及び偏心量は，図 3－3 に示す管軸方向の応力解析結果を基に，以下

のとおり求める。 

伸縮量 eLL  0

偏心量    

実線：初期のはり要素 

破線：地震時のはり要素 

（取水管路海域部の管軸方向の応力解析モデル） 

図3－3 管軸方向の応力解析結果により得られる変位量 

可撓管要素 

取水管路はり要素 

eL



0L
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3.3 可撓管の許容値 

可撓管の伸縮量及び偏心量の許容値を表 3－1 に示す。 

可撓管の許容値については，可撓管の形状特性より算定する。図 3－4 に可撓管の寸

法図を示す。 

取水管が管軸方向に変位した際に許容される伸縮量を図 3－5 に示す。図 3－5 より

可撓管の伸縮量は保守的に 168mm とする。 

また，取水管が上下に変位した際に許容される偏心量の算定図を図 3－6 に示す。図

3－6 より可撓管の偏心量の許容値は 104mm とする。 

表3－1 可撓管の伸縮量及び偏心量の許容値 

伸縮量 偏心量 

許容値（mm） 168 104 

図 3－4 可撓管の寸法図 
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図 3－5 伸縮量の算定根拠（拡大）  

図 3－6 偏心量の算定根拠（拡大）  
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4. 評価結果

4.1 伸縮量 

可撓管に生じる伸縮量を図 4－1 に示す。 

図4－1 可撓管の伸縮量 

4.2 偏心量 

可撓管に生じる偏心量を図 4－2 に示す。 

図 4－2 可撓管の偏心量 
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4.3 評価結果まとめ 

表 4－1 に可撓管の伸縮量及び偏心量に対する評価結果を示す。 

取水管に生じる伸縮量及び偏心量は，可撓管にて十分吸収できることを確認した。 

表4－1 伸縮量及び偏心量に対する評価結果 

可撓管 

位置 
入射角 

①最大発生値

（mm）

② 許容限界

（mm）

照査値 

①／②

伸縮量 

海側 
0° 0.4 

168 

0.003 

45° 0.8 0.005 

陸側
0° 0.1 0.001 

45° 0.3 0.002 

偏心量 

海側 
0° 3.8 

104 

0.037 

45° 1.0 0.010 

陸側
0° 2.6 0.025 

45° 2.6 0.025 
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参考資料３ 静的地震力に対する耐震安全性評価 
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1. 静的地震力に対する耐震性評価

取水管については，Ｃクラス施設に求められる静的地震力（kh＝0.16）を上回る，

基準地震動Ｓｓによる地震力に対して許容応力度法にて耐震評価を実施していることか

ら，静的地震力による評価は省略する。 
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